
　４　業者情報調書（本店等情報）（物品様式３）

　５　業者情報調書（代理人情報）（物品様式４）

　６　業者情報調書（会社経営状況等情報・申請種目）（物品様式５）

　７　代理店及び特約店報告書（物品様式６）

　８　契約実績書（物品納入等）（物品様式７）

※申請にあたっては、必ず「令和６年度さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加資格

　審査【物品納入等】申請の手引」をご確認ください。

【様　式】

　２　提出書類チェックリスト（物品納入等）（物品様式１）

　３　競争入札参加資格審査申請書兼誓約書（物品納入等）（物品様式２）

　１　受付証（物品納入等）

令和６年度

さいたま市特定調達契約に係る

競争入札参加資格審査

【物品納入等】

別冊 市指定様式集

【お問い合わせ先】

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 048-829-1179（直通）

さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 048-829-1181（直通）

さいたま市水道局業務部管財課

電話 048-714-3080（直通）



　　・この用紙は、審査が終了した通知ではありません。

　　・審査の進捗状況について、個別の問合せは受け付けておりません。

　　・不備等があった場合は、別途審査担当から連絡致します。

　　・審査結果通知書は、審査処理完了後の送付となりますので、

　　　通知書が届くまでこの用紙を保管してください。

　　　お問い合わせは

　　　さいたま市財政局契約管理部契約課　　電話048‐829‐1179（直通）

　　　さいたま市水道局業務部管財課　　　　　電話048‐714‐3080（直通）

　　・この用紙は、審査が終了した通知ではありません。

　　・審査の進捗状況について、個別の問合せは受け付けておりません。

　　・不備等があった場合は、別途審査担当から連絡致します。

　　・審査結果通知書は、審査処理完了後の送付となりますので、

　　　通知書が届くまでこの用紙を保管してください。

　　　お問い合わせは

　　　さいたま市財政局契約管理部契約課　　電話048‐829‐1179（直通）

　　　さいたま市水道局業務部管財課　　　　　電話048‐714‐3080（直通）

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加資格審査申請受付証（さいたま市控え）

（　物品納入等　）

（商号又は名称）

令和６年度

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加資格審査申請受付証

（　物品納入等　）

（商号又は名称）

令和６年度

さいたま市使用欄

さいたま市使用欄

切り取らないでください



◎
△ 契約実績書（物品納入等） （物品様式７）

△

組合員名簿、役員名簿

決算書類等（２期分）※期ごとにまとめてホチキス止め

○

◎
◎

納税証明書（市税）

◎ 納税証明書（国税）（その３の３）

○

令
和

６
年

度
特

定
調

達

提出書類名 提出書類名
 個 人  ◎…必須 ○…該当する場合は必須（要手引確認） △…任意

チェック

◎ 受付証・返信用封筒（切手貼付）

 法 人  ◎…必須 ○…該当する場合は必須（要手引確認） △…任意

チェック

ＦＡＸ

○

◎ 印鑑証明書

履歴事項全部証明書等 ※まとめてホチキス止め

クリップ

提出書類チェックリスト（物品納入等）

メール
アドレス

業者情報調書（代理人情報）

業者情報調書（本店等情報）◎ 業者情報調書（本店等情報） （物品様式３）

◎

○

（物品様式１）

◎ 競争入札参加資格審査申請書兼誓約書（物品納入等） （物品様式２）

提出書類チェックリスト（物品納入等）   

業者情報調書（代理人情報） （物品様式４）

物品様式１

商号又は名称 　

所属営業所
又は

部課名等

（物品様式５）

（物品様式６）

さ い た ま 市 使 用 欄
受付印

○許可、認可又は登録等の証明書等

担当者氏名
メール

アドレス

ＴＥＬ

◎
（物品様式３）

（物品様式４）

代理店及び特約店報告書

△ 契約実績書（物品納入等）

（物品様式６）

（物品様式２）

提出書類チェックリスト（物品納入等）   （物品様式１）

◎
△代理店及び特約店報告書

審査完了処理

◎ 納税証明書（国税）（その３の２）

○ 納税証明書（市税）

許可、認可又は登録等の証明書等

一次審査 二次審査
完了 完了

/

競争入札参加資格審査申請書兼誓約書（物品納入等）

申請事務
担当者

行政書士名

◎

ＴＥＬ

ＦＡＸ

◎ 受付証・返信用封筒（切手貼付）

◎ 業者情報調書（会社経営状況等情報・申請種目） （物品様式５） 業者情報調書（会社経営状況等情報・申請種目）

身分（元）証明書

○
◎

◎ 確定申告書等（２期分）※期ごとにまとめてホチキス止め

◎
◎

（物品様式７）

「国税庁法人番号公表サイト」の法人情報の画面を印刷したもの

登記されていないことの証明書

◎

印鑑登録証明書

職

印

６特定調達



物品様式２

（記入日） 年 月 日
（あて先）
さいたま市長　　　　　　　
さいたま市水道事業管理者

●右の使用印鑑欄は、次の場合に押印してください。
　⑴ 代理人を設置しない（委任しない）が、実印（代表者印）以外の

　　 印を入札書、請求書、契約締結等に使用する。

　⑵ 代理人に契約等の権限を委任する。※以下の委任状も記入してください。

●使用印鑑は、次の３方式に限ります。
　⑴ 役職印での押印

　⑵ 社印（角印）と個人印の２つの印鑑を併用しての押印

　⑶（個人事業主のみ）個人印（認印）での押印

　私は以下のものを代理人と定め、令和６年度特定調達契約の物品納入等に係る競争入札
参加資格の有効期間において次の①～⑥の権限を委任します。
また、右上の代理人使用印鑑を使用します。

①入札及び見積に関すること　　　　②契約の締結に関すること　　　③契約の履行に関すること

④代金の請求及び受領に関すること　⑤復代理人の選任に関すること　⑥前各号に付帯する一切のこと

※ 契約等についての委任状です。この申請の事務委任についての委任状ではありません。代理人を置かない場合は記入不要です。

代理人氏名

代理人を置く
営業所等の所在地

代理人役職名

代理人を置く
営業所等の名称

代表者役職名

代表者氏名

(登記上の本店所在地)

商号又は名称

申請者

かなる措置を受けても異議を申し立てません。

　また、当社（私）は、さいたま市暴力団排除条例及びさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱の規定に基づき、暴力団、暴力団員又は暴力団関係者との関係を有してい

ないこと及び説明を求められた際には誠実に応じることを誓約します。

使　用　印　鑑

（ 委 任 状 ）

競争入札参加資格審査申請書兼誓約書（物品納入等）

令和

　なお、本申請の全てについて、事実と相違しないことを誓約します。参加資格の有効期間中は

　令和６年度において、さいたま市及びさいたま市水道事業管理者の発注する特定調達契約の

物品納入等に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。

本店所在地
又は住所

物品様式５⑫に記入した許可・認可・登録等が常に有効となるよう必要な手続きを取ること及び

やむを得ない事情等により当該登録等を喪失した場合は、速やかに報告することを誓約します。

　万一、この誓約に反した場合は、競争入札参加資格の抹消、入札参加停止及び契約解除等のい

実印

（代表者印）



物品様式３

個人事業主の方は記入しないでください。

-

④本店所在地又は住所(漢字)

有 無

⑨商号又は名称（カタカナ）

⑬備考
上部の各項目で記入欄に書ききれない場合は、ここに正式名称を記入

⑤本店所在地又は住所の区分

事業所等の形態

(1)市内
(2)市内を除く埼玉県内
(3)埼玉県を除く関東地区
(4)その他

→　１を記入
→　２を記入
→　３を記入
→　４を記入

⑪代表者役職名（漢字）

⑫代表者氏名（漢字）

⑴法人
⑵個人事業主

さいたま市使用欄３－④　⇒

≪記入例≫０４８－０００－００００
市外局番を省略せず、「－（ハイフン）」で 区切り、左詰めで記入

さいたま市使用欄３－⑨　⇒

≪記入例≫サイタマサンキ゛ヨウ　　⑴　「゛」「゜」は1マス使う　⑵「・」「ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ」「ﾕｳｹﾞﾝｶﾞｲｼﾔ」等の文字は記入しない　⑶「ャ」、「ァ」等は、「ヤ」、「ア」等で記入

看板・表札等
の有無

⑦本店電話番号

□ □

≪記入例≫さいたま産業株式会社　　⑴「゛」「゜」をつけた文字は1マスに記入し、「･」等には1マス使う　⑵履歴（現在）事項全部証明書どおりに記入

さいたま市使用欄３－⑩　⇒

→　履歴（現在）事項全部証明書どおりに記入
→　「代表者」と記入

さいたま市使用欄３－⑪　⇒

さいたま市使用欄３－⑫　⇒

□

≪記入例≫さいたま太郎 ※姓と名の間は空けずに記入

≪記入例≫埼玉県さいたま市浦和区常盤６－４－４　パブリック・フィナンシャルオフィスビル６階

↓市内本店業者（１を記入した場合）のみ以下の記入をお願いします。

他の事業所と併設していて室内の独立性は有り

⑥事業所の形態

独立

≪記入例≫０４８－０００－００００
市外局番を省略せず、「－（ハイフン）」で 区切り、左詰めで記入

⑴都道府県名から省略せずに記入し、「丁目」、「番」、「号」等については「－（ハイフン）」で記入
⑵物品様式２と内容を一致させること
⑶物品様式２に方書まで記入した場合は、１マス空けて方書を記入
⑷「登記上の所在地」と事実上の本店（本社）の所在地が異なる場合は、事実上の所在地を記入

他の事業所と併設していて室内の独立性は無し

⑩商号又は名称（漢字）

□

□

業者情報調書（本店等情報）
◆記入欄に書ききれない場合は、調書の最下部にある「⑬備考」欄に記入してください。
◆黒のボールペンを使用し、楷書で記入してください（鉛筆等は不可）。また、パソコン等で作成の場合は、黒字で作成してください（以下全
ての調書について、同様です）。
◆修正液・修正テープは使用しないでください（以下全ての調書について、同様です）。

⑧本店ＦＡＸ番号

①法人・個人の別 法人（１を記入した場合）のみ②へ。 ②法人番号  ※『法人番号確認書類』のとおり記入

(1)法人　　　　  → １を記入
(2)個人事業主 → ２を記入

③本店郵便番号

６特定調達



物品様式４

-

有 無

⑴「゛」「゜」は1マス使う
⑶「・」「ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ」「ﾕｳｹﾞﾝｶﾞｲｼﾔ」等の文字は記入しない

⑵商号又は名称と代理人を置く営業所等の名称の間は、１マス空ける
⑷「ャ」、「ァ」等は、「ヤ」、「ア」等で記入

≪記入例≫埼玉県さいたま市大宮区吉敷町１－１２４－１

≪記入例≫サイタマサンキ゛ヨウ　オオミヤシテン

③代理人を置く営業所等の所在地区分 ⑤営業所等電話番号

①営業所等郵便番号

さいたま市使用欄４－②　⇒②代理人を置く営業所等の所在地（漢字）

事業所等の形態

□

□

⑥営業所等FAX番号

≪記入例≫０４８－０００－００００
市外局番を省略せず、「－（ハイフン）」で 区切り、左詰めで記入

≪記入例≫０４８－０００－００００
市外局番を省略せず、「－（ハイフン）」で 区切り、左詰めで記入

□

(1)市内
(2)市内を除く埼玉県内
(3)埼玉県を除く関東地区
(4)その他

□ □

↓営業所等が市内にある業者（１を記入した場合）のみ以下の記入をお願いします。

→　１を記入
→　２を記入
→　３を記入
→　４を記入

④事業所の形態

独立

他の事業所と併設していて室内の独立性は有り

さいたま市使用欄４－⑦　⇒⑦代理人を置く営業所等の名称（カタカナ）※商号から記入

看板・表札等
の有無

さいたま市使用欄４－⑧　⇒

≪記入例≫さいたま次郎 ※姓と名の間は空けずに記入

⑪備考

さいたま市使用欄４－⑩　⇒

「支店長」、「営業所長」等、代理人となる者の役職名を記入

上部の各項目で記入欄に書ききれない場合は、ここに正式名称を記入

業者情報調書（代理人情報）
◆契約締結権や履行権を、代理人に委任する場合のみ提出してください。代理人を設置しない場合は、作成する必要はありません。
◆記入欄に書ききれない場合は、「⑪備考」欄に、記入してください。

他の事業所と併設していて室内の独立性は無し

⑴都道府県名から省略せずに記入し、「丁目」、「番」、「号」等については「－（ハイフン）」で記入
⑵マンション名等の方書を記入する場合は、方書の前に１マス空ける

⑧代理人を置く営業所等の名称（漢字）※商号から記入

⑨代理人役職名（漢字）

⑩代理人氏名（漢字）

さいたま市使用欄４－⑨　⇒

≪記入例≫さいたま産業株式会社大宮支店
⑴「゛」「゜」をつけた文字は1マスに記入し、「･」等には1マス使う　⑵商号又は名称と代理人を置く営業所等の名称の間は、空けずに記入

６特定調達



物品様式５

1 5

2 6

3 7

4 8

5

(右詰め) (右詰め)

(右詰め)(右詰め)

％ (右詰め)

7

8

登録等コード

業者情報調書（会社経営状況等情報・申請種目）

⑭外国法人の出資割合
⑴外国法人からの出資の割合（資本の比率）の数値を記入（小数点以下切捨て）
⑵外国法人からの出資がない場合は、０を記入

●製造業・建設業・運輸業・その他→「１」　　　●卸売業→「２」　　　●サービス業→「３」
●小売業→「４」　　　●ゴム製品製造業→「５」　　　●ソフトウエア業・情報処理サービス業→「６」
●旅館業→「７」　　　●組合・連合会→「８」

会社の主たる事業について、以下の一覧から該当する番号を記入②業態の別①審査基準日（決算日）

⑴法人→決算手続が終了している申請日直近の決算日を記入
⑵個人→「令和５年１２月３１日」と記入

千円

直近の貸借対照表の数値を、千円未満切り捨てて記入

令和 日

⑧営業年数

月 (右詰め)

④設立（創立）年月日
⑴会社全体の正規雇用の従業員数を右詰めで記入
⑵代表者、常勤役員は人数に含める
⑶パート・アルバイト、契約社員、派遣社員等の非正規雇用者は
人数に含めない

⑥資本金(千円)

   日

年

  

法人の場合は履歴（現在）事項全部証明書の（創立）年月日を記入
年号・・・明治→１　大正→２　昭和→３　平成→４　令和→５
≪記入例≫平成31年1月1日→「４」「３１」年「０１」月「０１」日

⑦自己資本額(千円)

月

⑴千円未満の端数は、切り捨てて記入
⑵－（マイナス）の場合は、－を頭につける
⑶値が存在しない場合は、０と記入

営業種目コード（０７０１～０７０５、１３０１～１３０４、９７０
２、９８０３、９８０４）を申請し、かつ、許可・認可・登録
等を必要とする品目を扱う場合は、申請の手引３４
ページを参照の上、下の欄に記入してください。また、
上記営業種目コード以外の業務を申請する場合で、
取得している登録等があれば記入してください。

⑫許可・認可・登録等コード

月

2

⑨流動資産（千円）

千円

⑪申請種目

3

6

4

営業種目コード

⑩流動負債（千円）

 さいたま市使用欄

年

直近の貸借対照表の数値を、千円未満切り捨てて記入

千円  0

 人 (右詰め)

（
年

号

）

千円

年 (右詰め)

⑴千円未満の端数は、切り捨てて記入
⑵個人事業者は、記入不要

⑤休業期間

 

設立年月日から起算した、「令和６
年１月１日」までの年数を算出し、
「休業期間」を控除した年数を記入
（月は切り捨て）

休業期間があった場合は、月数に
換算して、右詰めで記入

③総従業員数（人）

⑮備考
有限会社から株式会社への組織変更や、会社合併、会社分割等を行った場合、その内容と発生年月日を記入

希望
種目
順位

1

申請の手引３１～３３ページを参照し、希
望する営業種目順に記入（最大１０営業
種目まで）

営業種目名
（小項目）

⑬取扱品目
⑴この欄に記入の無い場合、競争入札参加資格者名簿（物品納入等）の取扱品目欄に登載されませんので、ご注意ください。
⑵上記「⑪申請種目」で申請した営業種目に係る「取扱品目（品物の種類）」を、具体的に、左上から詰めて記入
⑶品目を複数記入する場合は、品目と品目の間は、中点「・」で繋ぐ
⑷「゛」「゜」をつけた文字は1マスに記入

10

9

◆「コード９９９９（その他の許可・認可・登録等）」を上記「登録等
コード」に記入した場合は、具体的な登録等名称を以下に記入

◆個人事業主や設立後間もない法人等で貸借対照表以外の決算書類等を作成していない場合は、作成していない項目についての記入を省略することができます。ただし、記
入を省略した場合は該当項目については「０」として取り扱います。

６特定調達



8

製造会社等の名称 販売地域

4

取扱品目

5

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

取扱品目

3

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

2

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

製造会社等の名称

取扱品目

販売地域

1

代理店及び特約店報告書
物品様式６

6

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

7

製造会社等の名称 販売地域

9

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

11

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

10

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

12

製造会社等の名称 販売地域

取扱品目

◆代理店又は特約店の指定を受けている場合、その製造会社等の名称及び取扱品目を記入してください。

◆記入欄が足りない場合は、この報告書をコピーして使用してください。

◆指定を受けている製造会社等が無い場合は、提出不要です。

◆代理店及び特約店の証明書等は、提出不要です。

◆修正液、修正テープは使用しないでください。



月年

千円

月年

月

納品（予定）年月 年 月

契　約　実　績　書（物品納入等）
物品様式７

種目名
（大項目）

1

 営業種目名（小項目） 発注者
契約金額
（税込）

2

 営業種目名（小項目） 発注者

千円

納入・買取品目
契約年月 年 月

納品（予定）年月

納入・買取品目
契約年月 年 月

納品（予定）年月 年 月

契約金額
（税込）

4

 営業種目名（小項目） 発注者

千円

納入・買取品目
契約年月 年 月

3

 営業種目名（小項目） 発注者
契約金額
（税込）

納品（予定）年月

納入・買取品目
契約年月 年

契約金額
（税込）

千円

月

6

 営業種目名（小項目） 発注者

千円

納入・買取品目
契約年月 年 月

5

 営業種目名（小項目） 発注者
契約金額
（税込）

納品（予定）年月

納入・買取品目
契約年月 年

年

月

納品（予定）年月 年 月

契約金額
（税込）

千円

◆申請する種目（大項目）ごとに、契約実績書の作成を行ってください。

◆種目名（大項目）及び営業種目名（小項目）については、申請の手引３１～３３ページの種目分類表を参照してくだ

さい。

◆契約日が申請日直前２年分程度の契約実績を、国又は地方公共団体発注のものを優先して記入してください。

なお、さいたま市の契約実績に限りません。

◆記入欄が足りない場合は、この実績書をコピーして使用してください。

◆契約実績が無い場合は、提出不要です。

◆修正液、修正テープは使用しないでください。

◆合併や会社分割等の組織再編があった場合で、申請会社とは別の組織再編前の会社（被承継会社）の実績を記入する


